
   鳥栖市在宅重度身体障害者等日常生活用具給付事業実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項第６号の規定に基づき、

在宅重度身体障害者等に対し、日常生活用具（以下「用具」という。）を給付することに

より、日常生活の便宜を図り、その福祉の増進に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 ⑴ 在宅重度身体障害者等 在宅の重度身体障害者、重度身体障害児、重度知的障害者

及び重度知的障害児並びに難病患者等（治療方法が確立していない疾病その他の特殊

の疾病であって、法施行令（平成１８年政令第１０号）で定めるものによる障害の程

度が主務大臣が定める程度である者）をいう。ただし、法第１９条第３項に規定する

特定施設入所等障害者であって、住所地特例地が他の市町村であるものを除く。 

 ⑵ 住所地特例地 法第１９条第３項に規定する特定施設への入所前に有した住所地

（同項に規定する継続入所等障害者にあっては、最初に入所した特定施設への入所前

に有した住所地をいう。）をいう。 

 （給付対象者） 

第３条 用具の給付対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 ⑴ 市内に住所を有する在宅重度身体障害者等で、用具を必要とするもの 

 ⑵ 住所地特例地が市内である在宅重度身体障害者等で、用具を必要とするもの 

２ 前項の規定にかかわらず、頭部保護帽、人工喉頭、ストマ用具（消化器系）及びスト

マ用具（尿路系）の給付については、在宅以外の者も給付対象者とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、介護保険法の規定による介護給付その他の法令に基づく

給付であって、用具の給付に相当するものを受けることができる者は、当該用具の給付

対象者としない。 

 （用具の種目） 

第４条 給付する用具の種目は、別表第１に掲げる用具及び別表第２の給付対象者の欄に

掲げる者に応じて、同表の用具の種目の欄に掲げる用具とする。 

 （給付の申請） 

第５条 用具の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、日常生活用具給付

申請書（様式第１号）により福祉事務所長に申請しなければならない。 

２ 前項において、難病患者等については、申請書に難病患者等日常生活用具給付診断書

（様式第１号の２）を添付しなければならない。ただし、対象者が現に他の事業の提供

を受けており、症状等の確認ができる場合は、これを省略することができる。 

 （給付の決定） 

第６条 福祉事務所長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに内容を審査し、

給付の可否を日常生活用具給付決定通知書（様式第２号）又は日常生活用具給付却下決

定通知書（様式第２号の２）により申請者に通知するものとする。 



２ 福祉事務所長は、給付の可否を決定するときは、必要に応じて、在宅重度身体障害者

等が１８歳以上の場合にあっては身体障害者更生相談所の意見を、１８歳未満の場合に

あっては児童相談所長の意見を聴くことができる。 

３ 福祉事務所長は、別表第２の用具の種目の欄に掲げる用具の給付日から同表の耐用年

数の欄に掲げる期間を経過していない場合は、当該用具と同じ種目の用具の給付の決定

をしないものとする。ただし、特別な理由があると認められるときは、この限りでない。 

４ 福祉事務所長は、給付の決定をしたときは、申請者に日常生活用具給付券（様式第３

号）を交付するものとする。ただし、点字図書の給付の決定にあっては、点字図書発行

証明書（様式第４号）を交付するものとする。 

 （給付額） 

第７条 在宅重度身体障害者等に対する別表第２の用具の給付額は、それぞれ同表の給付

限度額の９割を限度とする。ただし、所得税非課税世帯に属する在宅重度身体障害者等

に対する居宅生活動作補助用具及び住宅改修の給付額は、給付限度額が２００，０００

円を超える場合については、１８０，０００円に給付限度額から２００，０００円を控

除した額の８割を加えた額とする。 

２ 在宅重度身体障害者等が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による生活

扶助を受けている場合においては、前項の給付額は、同項の規定にかかわらず、別表第

２に掲げる給付限度額を限度とする。 

３ 所得税非課税世帯に属する在宅重度身体障害者等に対するストマ用具（紙おむつ）の

給付額は、第１項の規定にかかわらず、別表第２に掲げる給付限度額とする。 

 （費用の請求） 

第８条 用具を納入した事業者は、用具の購入費から受給者又は受給者の扶養義務者が直

接当該事業者に支払った額を控除した額を福祉事務所長に請求するものとする。 

 （用具の管理） 

第９条 受給者は、当該用具を給付の目的に反して使用してはならない。 

 （給付台帳の整備） 

第１０条 福祉事務所長は、用具の給付状況を明確にするため、日常生活用具給付台帳を

整備するものとする。 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、福祉事務所長が別に定める。 

 附 則 

 この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年８月１日から施行する。 

 （要綱の廃止） 

２ 鳥栖市重度身体障害者（児）住宅改善整備等事業費補助金交付要綱（平成１７年４月

１日施行）は、廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年９月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式により使用されている書類

は、この要綱による改正後の様式によるものとみなす。 

附 則 

 この要綱は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式により使用されている書類

は、この要綱による改正後の様式によるものとみなす。 

  



別表第１ 

種  目 対 象 者 

介
護
・
訓
練
支
援
用
具 

特殊寝台 

下肢若しくは体幹機能に障害がある

者又は難病患者等で必要と認められ

るもの 

特殊マット 

特殊尿器 

体位変換器 

移動用リフト 

訓練用ベッド 

入浴担架 
下肢又は体幹機能に障害がある者 

訓練いす（重度身体障害児のみ） 

自
立
生
活
支
援
用
具 

入浴補助用具 下肢若しくは体幹機能に障害がある

者又は難病患者等で必要と認められ

るもの 
便器 

浴槽（湯沸器を含む。） 
下肢若しくは体幹機能に障害がある

者 

頭部保護帽 平衡機能又は下肢若しくは体幹機能

に障害がある者 Ｔ字状・棒状の杖 

移動・移乗支援用具 

平衡機能、下肢若しくは体幹機能に

障害がある者又は難病患者等で必要

と認められるもの 

特殊便器 
上肢障害者又は難病患者等で必要と

認められるもの 

火災警報器 
障害種別にかかわらず、火災発生の

感知・避難が困難な者 

自動消火器 

障害種別にかかわらず、火災発生の

感知・避難が困難な者又は難病患者

等で必要と認められるもの 

電磁調理器 
視覚障害者 

歩行時間延長信号機用小型送信機 

聴覚障害者用屋内信号装置 聴覚障害者 

支

援

用

具 

在
宅
療
養
等 

透析液加温器 腎臓機能障害者等 

ネブライザー（吸入器） 
呼吸器機能障害者又は難病患者等で

必要と認められるもの 

電気式たん吸引器 
呼吸器機能障害者又は難病患者等で

必要と認められるもの 

酸素ボンベ運搬車 在宅酸素療養者 

視覚障害者用体温計（音声式） 視覚障害者 



視覚障害者用体重計 

動脈血中酸素飽和度測定器（パルスオキ

シメーター） 
難病患者等で必要と認められるもの 

情
報
・
意
思
疎
通
支
援
用
具 

携帯用会話補助装置 音声言語機能障害者 

情報・通信支援用具 上肢機能障害者又は視覚障害者 

点字ディスプレイ 盲ろう者又は視覚障害者 

点字器 

視覚障害者 

点字タイプライター 

視覚障害者用ポータブルレコーダー 

視覚障害者用活字文書読上げ装置 

視覚障害者用拡大読書器 

視覚障害者用時計 

聴覚障害者用通信装置 
聴覚障害者 

聴覚障害者用情報受信装置 

人工喉頭 喉頭摘出者 

福祉電話（貸与） 聴覚障害者又は外出困難者 

ファックス（貸与） 

聴覚又は音声機能若しくは言語機能

に障害がある者で、電話では意思疎

通が困難なもの 

点字図書 視覚障害者 

排
泄
管
理
支
援
用
具 

ストマ装具 ストマ造設者 

紙おむつ 
高度の排便機能障害者、脳原性運動

機能障害者かつ意思表示困難者 
洗腸用具 

サラシ・ガーゼ等衛生用品 

収尿器 高度の排尿機能障害者 

住
宅
改
修
費 

居宅生活動作補助用具 

下肢、体幹機能障害者若しくは乳幼

児期非進行性脳病変者又は難病患者

等で必要と認められるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第２ 

対象者 用具の種目 給付限度額 耐用年数 

視覚障害が２級以上の者 視覚障害者用ポータブルレ

コーダー 
８９，８００円 ６年 

歩行時間延長信号機用小型

送信機 
７，０００円 １０年 

視覚障害者用活字文書読上

げ装置 
１１５，０００円 ６年 

視覚障害が２級以上の者で、

就学若しくは就労しているも

の又は就労が見込まれるもの 
点字タイプライター ６３，１００円 ５年 

視覚障害が２級以上の者で、

視覚障害者のみの世帯又はこ

れに準ずる世帯に属するもの 

視覚障害者用体温計（音声

式） 
９，０００円 ５年 

視覚障害が２級以上の者で、

１８歳以上のもの。ただし、音

声式時計は、手指の触覚に障

害がある等のため触読式時計

の使用が困難な者 

視覚障害者用時計 

１０，３００円 

（触読式） 

１３，３００円 

（音声式） 

１０年 

視覚障害が２級以上の者で、

１８歳以上のもの。ただし、視

覚障害者のみの世帯又はこれ

に準ずる世帯に属する者 

電磁調理器 ４１，０００円 ６年 

視覚障害者用体重計 １８，０００円 ５年 

視覚障害者で、本装置により

文字等を読むことが可能にな

るもの 

視覚障害者用拡大読書器 １９８，０００円 ８年 

視覚障害者で、情報の入手を

主に点字によって行っている

もの 

点字図書 
一般図書との差額

分 
－ 

聴覚障害が２級以上の者で、

１８歳以上のもの。ただし、聴

覚障害者のみの世帯又はこれ

に準ずる世帯に属する者 

聴覚障害者用屋内信号装置 ８７，４００円 １０年 

聴覚障害者又は発声・発語に

著しい障害を有する者で、コ

ミュニケーション、緊急連絡

等の手段として必要と認めら

聴覚障害者用通信装置 １２８，０００円 ５年 



れるもの 

聴覚障害者等で、テレビジョ

ン等の視聴に必要と認められ

るもの 

聴覚障害者用情報受信装置 ８８，９００円 ６年 

視覚障害及び聴覚障害が２級

以上の者で、１８歳以上のも

の 

点字ディスプレイ ３８３，５００円 ６年 

⑴下肢又は体幹の機能障害が

１級の者で、常時介護を要

するもの 

⑵難病患者等で自力で排尿で

きないもの（診断書により

必要と認められる者） 

特殊尿器 ６７，０００円 ５年 

⑴下肢又は体幹の機能障害が

１級の者（１８歳未満の場

合は、２級以上の者）で、常

時介護を要するもの 

⑵難病患者等で寝たきりの状

態にあるもの（診断書によ

り必要と認められる者） 

特殊マット １９，６００円 ５年 

下肢又は体幹の機能障害が２

級以上の者 
浴槽（湯沸器を含む。） ９１，０００円 ８年 

⑴下肢又は体幹の機能障害が

２級以上の者 

⑵難病患者等で常時介護を要

するもの（診断書により必

要と認められる者） 

便器 ４，４５０円 ８年 

⑴下肢又は体幹の機能障害が

２級以上の者 

⑵難病患者等で下肢又は体幹

機能に障害があるもの（診

断書により必要と認められ

る者） 

移動用リフト １５９，０００円 ４年 

下肢又は体幹の機能障害が２

級以上の者で、入浴に介護を

要するもの 

入浴担架 ８２，４００円 ５年 



⑴下肢又は体幹の機能障害が

２級以上の者で、着脱衣に

介護を要するもの 

⑵難病患者等で寝たきりの状

態にあるもの（診断書によ

り必要と認められる者） 

体位変換器 １５，０００円 ５年 

⑴下肢又は体幹の機能障害が

２級以上の者で、１８歳以 

上のもの 

⑵難病患者等で寝たきりの状

態にあるもので、１８歳以

上のもの（診断書により必

要と認められる者） 

 

 

特殊寝台 

 

 

１５４，０００円 

 

８年 

  
  

⑴下肢又は体幹の機能障害が

２級以上の者で、１８歳未

満のもの 

⑵難病患者等で下肢又は体幹

機能に障害があるもので、１

８歳未満のもの（診断書によ

り必要と認められる者） 

訓練用ベッド  １５９，２００円 ８年 

下肢又は体幹の機能障害が２

級以上の者で、１８歳未満の

もの 

訓練いす ３３，１００円 ５年 

下肢若しくは体幹の機能障害

がある者又は難病患者等で、

入浴に介護を要するもの 

（難病患者等は診断書により

必要と認められる者） 

入浴補助用具 ９０，０００円 ８年 



視覚障害が３級以上のもの又

は運動機能障害者（６歳以上）

で、次に掲げる障害を有する

もの 

⑴上肢、下肢若しくは体幹の

機能障害又は乳幼児期以前

の非進行性脳病変による運

動機能障害（移動機能障害

に限る。）がある者で障害が

３級以上のもの。ただし、特

殊便器への取替をする場合

は、上肢障害が２級以上の

者に限る。 

⑵内部障害を有する者で、障

害が３級以上のもの 

⑶難病患者等で、下肢又は体

幹機能に障害があるもの

（診断書により必要と認め

られる者） 

居宅生活動作補助用具及び

住宅改修 

２００，０００円 

（所得税非課税世

帯に属する場合は

４００，０００円） 

－ 

⑴上肢障害が２級以上の者 

⑵難病患者等で上肢機能に障

害があるもの（診断書によ

り必要と認められる者） 

特殊便器 １５１，２００円 ８年 

⑴平衡機能障害者又は下肢若

しくは体幹の機能障害者

で、家庭内の移動において

介護を要するもの 

⑵難病患者等で下肢機能に障

害があるもの（診断書によ

り必要と認められる者） 

移動・移乗支援用具 ６０，０００円 ８年 

障害が２級以上の者（火災発

生の感知及び避難が著しく困

難な障害者のみの世帯又はこ

れに準ずる世帯に属する者） 

火災警報器 １５，５００円 ８年 



障害が２級以上の者又は難病

患者等で診断書により必要と

認められるもの（火災発生の

感知及び避難が著しく困難な

障害者のみの世帯又はこれに

準ずる世帯に属する者） 

自動消火器 ２８，７００円 ８年 

腎臓機能障害が３級以上の者 透析液加温器 ５１，５００円 ５年 

⑴呼吸器機能障害が３級以上

の者又は同程度の障害があ

る者 

⑵難病患者等で呼吸器機能に

障害がある者（診断書によ

り必要と認められる者） 

ネブライザー（吸入器） ３６，０００円 ５年 

電気式たん吸引器 ５６，４００円 ５年 

医療保険における在宅酸素療

法を行う者で、１８歳以上の

もの 

酸素ボンベ運搬車 １７，０００円 １０年 

難病患者等で人工呼吸器の装

着が必要なもの（診断書によ

り必要と認められる者） 

動脈血中酸素飽和度測定器

（パルスオキシメーター） 
１５７，５００円 ５年 

音声言語機能障害者又は肢体

の不自由な者で、発声・発語に

著しい障害を有するもの 

携帯用会話補助装置 ９８，８００円 ５年 

視覚障害、上肢若しくは乳幼

児期以前の非進行性脳病変に

よる運動機能障害（上肢機能

障害に限る。）を有し、障害が

２級以上の者 

情報・通信支援用具 １００，０００円 ５年 

下肢又は体幹機能に障害を有

し、転倒することから必要と

認められる者又は療育手帳が

Ａの者で、てんかんの発作等

により頻繁に転倒するもの 

頭部保護帽 ３６，７５０円 ３年 

下肢又は体幹機能に障害を有

する者 
Ｔ字状・棒状の杖 ４，２００円 ３年 

音声機能、言語機能又はそし

ゃくの障害が３級以上の者 
人工喉頭 ７０，１００円 ５年 

視覚障害者で必要と認められ

るもの 
点字器 １０，４００円 ７年 



下肢又は体幹機能に障害があ

り、脊髄損傷等による排尿障

害を有する者 

収尿器 ８，５００円 １年 

直腸機能に著しい障害を有す

る者 
ストマ用具（消化器系） ８，８５８円 １月 

膀胱機能に著しい障害を有す

る者 
ストマ用具（尿路系） １１，６３９円 １月 

３歳以上の者で、脳原性運動

機能障害により排尿若しくは

排便の意思表示が困難なも

の、先天性疾患により高度の

排尿機能障害若しくは高度の

排便機能障害があるもの、又

は下肢若しくは体幹機能の障

害が２級以上のもの若しくは

療育手帳がＡの者で、常時失

禁状態であると医師が認めた

もの 

ストマ用具（紙おむつ） １２，６００円 １月 

備考 対象者の欄の級は、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別

表第５号に規定する障害の程度を示すものである。 

 

  

 



様式第１号 

日常生活用具給付申請書 

年  月  日  

 鳥栖市福祉事務所長  様 

申請者 住所              

（電話番号         ） 

氏名             

（対象者との続柄      ） 

 次のとおり日常生活用具の給付を申請します。 

対 

象 

者 

氏   名 
           

個人番号： 

男・女 生年月日     年  月  日 

住   所  

身体障害者 

手 帳 番 号 

第     号   

年  月  日交付 
障 害 名 

 

施 設 入 所 

希望の有無 

 
障害等級 級    

世
帯
の
状
況 

氏 名 対象者との続柄 生年月日 職業 備考（対象者に対する介護の状況等） 

    年 月 日   

    年 月 日   

    年 月 日   

    年 月 日   

給付を希望する理由  

現在の住まい 

の状況 

住 

宅 

１ 自宅 

２ 借家 

 （貸主の諾否） 

浴 

槽 

１ 洋式 

２ その他 

３ なし 

便 

器 

１ 和式 

２ 洋式 

３ 携帯用 

現在の介護の 

状況 

入 

浴 

１ 他人の介助が必要 

２ 清拭のみ 

３ 入浴、清拭ともして

いない 

４ 自分でできる 

排 

便 

１ 他人の介助が必要 

２ 便器（携帯用）を使用 

３ 自分でできる 
移 

動 

１ 車いすを使用 

２  他人の介助が必要

（一部、全部） 

３ 自分でできる 

給付を受けたい用具の名称  希望する形式規模等  

給付上特に希望する事項  

備   考  

紙おむつの支給に決定にあたり、課税台帳を閲覧することに同意します。 

氏 名（           ）  



様式第１号の２ 

    難病患者等日常生活用具給付診断書 

患者氏名    年  月  日生  歳 男・女 

患者住所  

疾 患 名  

必要とする日常生活用具  

症状等（日常生活用具を必要とする身体の状況等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

状態（該当の状態を○で囲んでください。）※日常生活用具給付の対象は、原則として「１」の状態とする。      

    区    分 状      態 

排便動作 １ 常時介助を要する ２ 一部介助を要する ３ 介助を要しない 

寝たきり度 １ 寝たきりの状態にある ２ 一時的に寝たきりの状態にある ３ 寝たきりの状態にない 

排尿動作 １ 常時介助を要する ２ 一部介助を要する ３ 介助を要しない 

入浴介助の必要度 １ 入浴に介助を要する ２ 一部入浴に介助を要する ３ 入浴に介助を要しない 

上肢機能の不自由度 １ 上肢機能が不自由である ２ 一時的に上肢機能が不自由である ３ 上肢機能が不自由ではない 

下肢又は体幹機能の不自由度 

１ 下肢又は体幹機能が不自由である ２ 一時的に下肢又は体幹機能が不自由である  

３ 下肢又は体幹機能が不自由ではない 

言語機能 

１ 言語機能喪失又は著しく低下している ２ 一時的に言語機能喪失又は著しく低下している  

３ 言語機能は低下していない 

呼吸器機能 １ 呼吸器機能に障害がある ２ 一時的に呼吸器機能に障害がある ３ 呼吸器機能に障害はない 

以上のとおり診断します。 

  年  月  日 

              医療機関の名称 

              医療機関所在地 

              担当医師氏名                      印 



様式第２号 

番     号  
年  月  日  

             様 
 

鳥栖市福祉事務所長         
 
 

日常生活用具給付決定通知書 
 
 

 さきに申請のありました日常生活用具につきましては、つぎのとおり決定になりましたの

で、通知します。 

記 

給付番号  給付決定日  

対
象
者 

住   所 
 

氏  名  

生年月日  性別  電話番号  

決定内容  交付年月  

納
入
業
者 

名称  電話番号  

所在地  

基準額 見積額 利用者負担額 公費負担額 

    

不服申立て及び取消訴訟 

１ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算し３か月以

内に佐賀県知事に対し審査請求をすることができます。なお、審査請求をした場合には、佐賀

県知事に申し立てれば、口頭により意見を述べることができます。 

２ また、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起

算して６か月以内に鳥栖市を被告として（訴訟において鳥栖市を代表する者は鳥栖市長となり

ます。）、提起することができます。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁

決を経た後（次の⑴から⑶までのいずれかに該当するときを除く。）でなければ提起することが

できないこととされています。 

 ⑴ 審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。 

 ⑵ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある

とき。 
 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過し

た場合は、審査請求をすることや決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審

査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求

をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



様式第２号の２ 

番     号  
年  月  日  

 
            様 
 

鳥栖市福祉事務所長         
 
 

日常生活用具給付却下決定通知書 
 
 

    年  月  日に申請された日常生活用具費の給付申請については、次の理由に
より却下することに決定しましたので通知します。 

申請事項 
 

却下の理由 

 

不服申立て及び取消訴訟 

１ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算し３か月以

内に佐賀県知事に対し審査請求をすることができます。なお、審査請求をした場合には、佐賀

県知事に申し立てれば、口頭により意見を述べることができます。 

２ また、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起

算して６か月以内に鳥栖市を被告として（訴訟において鳥栖市を代表する者は鳥栖市長となり

ます。）、提起することができます。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁

決を経た後（次の⑴から⑶までのいずれかに該当するときを除く。）でなければ提起すること

ができないこととされています。 

 ⑴ 審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。 

 ⑵ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある

とき。 
 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過し

た場合は、審査請求をすることや決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。な

お、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

  



様式第３号 

日常生活用具給付券 

 

給 付 番 号  支給決定日  

氏 名  生 年 月 日  

住 所  

保 護 者 氏 名  

用 具 の 名 称  

メーカー、型式  

用
具

業

者 

名 称  

所在地  

電 話  

基 準 額 見 積 額 利用者負担額 公費負担額 

    

上記のとおり決定する。 

      年  月  日 

鳥栖市福祉事務所長       印   

 

この券の 

有効期限 

受給者が業者に提出する期限   

業者の支払い請求期限  

受 領 
受 領 

年月日 
 

受領者

氏 名 
 

本人と

の関係 
 

＜特記事項＞ 

この給付券は納品後、請求書と一緒にご返送ください。 

 

  



 

様式第４号 
 

点字図書発行証明書 
 
給付対象者 
 氏   名 
給付申請者 
 氏   名 
 住   所 
 電   話 
給付申請図書 
 図 書 名 
 出版施設名 
 価   格 
 巻   数 
 自己負担額 
 
給付証明書 
 
 上記の点字図書を給付することを証明する。 
 

鳥栖市福祉事務所長       印   
 

 

 


